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独立行政法人日本貿易振興機構 

2019(平成 31)年度計画 

 

独立行政法人通則法第三十一条第一項に基づき、独立行政法人日本貿易振興機構（以下「機

構」という）の 2019(平成 31)年度（2019 年 4月 1 日～2020 年 3 月 31 日）の業務運営に関す

る計画（以下、年度計画という）を次のとおり定める。 

 

機構は、第五期中期目標・中期計画を踏まえ、また、2018 年 6月に決定された「未来投資戦

略 2018」に掲げられた目標の達成に貢献すべく、「対日直接投資やスタートアップの海外展開

等を通じたイノベーション創出支援」、「農林水産物・食品の輸出促進」、「中堅・中小企業

など我が国企業の海外展開支援」、「我が国企業活動や通商政策等への貢献」の 4本の柱に重

点を置き、各省庁や地方自治体、国内外の関係機関等との協働・連携体制を一層強化しながら、

我が国経済の成長と競争力強化に貢献する役割を果たしていく。 

 

 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

 

１．対日直接投資やスタートアップの海外展開等を通じたイノベーション創出支援  

 

１－１．質の高い対日直接投資等の促進 

 

政府の「未来投資戦略 2018」の方針に基づいて、2019 年度は中期目標で定められた誘致成

功件数等の目標を実現するべく、国内外におけるネットワークを積極的に活用して以下の取組

を行う。 

 

(1) 質の高い対日直接投資の促進 

第四次産業革命によるイノベーションの進展、国内における人手不足や地域における社会課

題の増加などの環境の変化を踏まえて、イノベーションの創出や地域経済活性化に資する案件

に重点化した誘致活動を展開する。特に、①高い付加価値を創出する可能性があり、著しい新

規性を有する技術や手法（ビジネスモデル）を用いた事業並びに生産性向上へ貢献する事業、

②国内のイノベーション環境の向上に貢献する事業の誘致に重点的に取り組む。 

北米・欧州・アジアの主要事務所に企業誘致に豊富な知識と経験を有する「対日投資誘致専

門員」を配置するとともに、各国における貿易・投資振興機関や経済団体、スタートアップ・

エコシステム等との緊密なネットワークを形成しながら有望案件を発掘・支援する。 

日本国内では「対日投資・ビジネスサポートセンター（IBSC）」において、法務・税務・労

務、市場動向、規制、インセンティブ等の情報提供やテンポラリーオフィスの提供、ビジネス

マッチングなど、外国企業による日本拠点設立、拠点設立後の事業拡大・二次投資までをワン

ストップかつシームレスに支援する。 
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(2) 地域経済活性化に資する取組 

「地域への対日直接投資サポートプログラム」（以下、サポートプログラム）における取組

等を通じて、外国企業の誘致に積極的な地方自治体との連携を一層強化し、地域への更なる外

国企業の誘致に取り組む。 

国内の主要地域で広域的に支援を展開する「外国企業誘致コーディネーター」を配置すると

ともに、サポートプログラム支援対象の地方自治体に対して、その地域ならではの強みに重点

化した外国企業誘致戦略の策定、地域 PR コンテンツの作成、海外での対日直接投資誘致セミ

ナー開催による情報発信、「地域への対日直接投資カンファレンス（RBC）」等の外国企業の

招聘・イベント開催などを支援する。 

 

(3) 日本企業等と外国企業の協業・連携支援 

外国企業による日本でのビジネス展開において、拠点設立の形態はとらないものの、将来的

に対日投資につながる可能性があり、国内のイノベーション創出や地域経済活性化に資する協

業・連携案件を支援する。具体的には、スタートアップを含めた外国企業と日本企業・大学・

研究機関の技術提携、共同研究開発や、フランチャイズ方式等による外国企業の対日ビジネス

を支援する。 

また、日本企業のオープンイノベーションを推進するため、海外スタートアップの最先端技

術と日本企業のマッチングを行う。具体的には、日本国内で開催されるイノベーション関連イ

ベント等にあわせて海外のスタートアップを招聘し、マッチング・商談会を実施する。また、

政府間合意等に基づき、世界のイノベーション先進地域に向けてミッションを派遣し、海外ス

タートアップと連携した新たなビジネスの創出を図る。 

 

(4) 国内の投資環境改善に向けた取組 

日本の投資環境改善に向けて、外国企業から規制改革や行政手続きの改善等に関する要望を

聞き取り、政府につなげる役割を果たす。 

企業への個別支援や「企業担当制」の対象企業と政府の担当副大臣等との面談同席を通じて

ニーズの把握に努めるほか、「対日投資相談ホットライン」の対応や外資系企業を対象にアン

ケート調査を実施することなどにより要望を吸い上げ、「対日投資報告」等を通じて公表する

とともに、関係機関と協力し投資環境の改善につなげていく。 

また、外国企業からの相談や要望の内容に応じて関係省庁との面談調整や同席などを含む包

括的な支援を行うほか、グローバル人材の確保など外資系企業が抱える共通した課題に対して

は、国内の大学を含む関係機関と連携した事業を実施し、課題解決に資する支援を行う。 

 

(5) 対日直接投資促進に向けた情報発信 

海外における日本政府高官や地方自治体首長等によるトップセールス活動や、メディア、ウ

ェブサイトなどを活用し、規制改革やインセンティブ情報等の日本の投資環境の改善成果、イ

ノベーション推進等の最新の施策、市場の魅力など、外国企業に対する情報発信を積極的に展

開する。特に、政府が新たに創設した「規制のサンドボックス制度」などのイノベーション推

進に資する制度について、ジェトロが外国企業の窓口として制度の紹介や政府の一元的窓口と

の連絡調整を積極的に行うとともに、同制度に関心のある外国企業に対して、制度の内容や運
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用に関する意見を聴取し、必要に応じて政府へフィードバックする。 

 

【指標】 

ア．誘致成功件数（協業・連携案件を含む）について、2019年度に 70件以上を達成する。【基

幹目標】 

対象事業は、以下のいずれかに該当するものとする。特にイノベーションの創出に資する

事業を重点的に誘致する。 

(1)高い付加価値を創出する可能性があり、著しい新規性を有する新技術等を用いた事業

（生産性向上特別措置法に基づく規制のサンドボックス制度を活用するものを含む。

「著しい新規性を有する新技術等」とは、当該分野において通常用いられている技術や

手法と比して新規性を有するものを指す。）並びに生産性向上へ貢献する事業。 

(2)国内のイノベーション環境の向上に貢献する事業 

(3)地域経済活性化に資する事業（東京都以外における事業） 

・ 地方自治体が策定する地域の特色をいかした誘致戦略（政府及び日本貿易振興機構が

その策定等を支援するもの）に基づいた事業 

・ 多くの地域が抱える社会課題の解決に繋がる事業 

(4)その他政府の政策ニーズに基づいた事業 

イ. 投資プロジェクト支援件数について、中期目標期間中に 3,000 件以上を達成する。 

ウ．誘致に成功した外国企業から、投資金額を聴取して、本事業に係る金額面の効果の把握に

努めること。 

（関連指標：対日投資金額及び回答率） 

エ．規制改革等の状況、外国企業の要望等を踏まえつつ、外国企業の意見取り纏めと公表や政

府への情報提供等を十分に行い、我が国の投資環境の改善に繋げること。 

（関連指標：政府への情報提供件数） 

 

１－２．スタートアップの海外展開支援 

 

2023 年までにユニコーン（企業価値10億ドル以上の非上場ベンチャー企業）または上場ベ

ンチャー企業を 20 社創出するという政府目標を踏まえ、ジェトロにはスタートアップのグロ

ーバル展開支援で中心的な役割を果たすことが期待されている。このため、世界で戦い、勝て

るスタートアップとして選ばれた J-Startup 企業を中心にグローバル展開の集中支援を行い、

トップ層の引き上げを図る。支援に当たっては、関係機関や大学等と密接に連携しながら、ス

タートアップの成長ステージに合わせた支援事業を行っていく。これらを踏まえて、2019 年

度は中期目標で定められた目標を実現するべく、以下の取組を行う。 

 

(1) ハンズオンによる集中支援 

イノベーティブな技術やビジネスモデルを有する我が国のスタートアップに対し、「ジェト

ロ・イノベーション・プログラム」を通じて、ブートキャンプ、メンタリング、ピッチ・トレ

ーニング等のハンズオン集中支援を行う。具体的にはサンフランシスコ、深圳、上海等でのビ

ジネスカンファレンスやピッチコンテストに参加し、海外投資家からの資金調達、現地拠点の
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設立、ライセンス契約等の具体的成果の創出を目指す。 

 

(2) 世界各地のエコシステムの活用 

世界各地のエコシステム先進地域において、現地の有力アクセラレーター等と提携し、日系

企業の現地展開および現地有力スタートアップの日本進出の支援等を行う「グローバル・アク

セラレーション・ハブ」を 10 ヵ所程度設置し、メンタリングやマッチング、コワーキングス

ペース提供等の支援を行う。また新たなエコシステム発掘のため、「イノベーション・ホット・

スポット（IHS）」を設け、我が国スタートアップのビジネス拡大を広範囲かつ恒常的に支援

していく。 

 

(3) 海外ビジネスイベントへの参加 

J-Startup企業を中心としたスタートアップのグローバル展開を支援するため、海外のエコ

システムにおける有力カンファレンスへの出展支援等を行う。具体的には、米国のCESやポル

トガルで開催される Web Summit など 4ヵ所程度に出展し、ピッチコンテストの参加や現地メ

ディア・カバレッジの拡大を通して、オール・ジャパンでの発信力を高め、具体的成果の創出

を支援する。 

 

(4) 人材育成 

起業家や大企業で新事業に挑戦する人材に対し、イノベーターとしての意識付けや事業計画

の立案の仕方等をテーマとした国内研修プログラムや専門家によるメンタリングを実施する。

具体的には、「始動 Next Innovator」事業を通じ、シリコンバレー等のエコシステムに派遣

して、現地の投資家や起業家との交流を通じて、グローバルな起業家を育成していく。 

 

(5) 情報発信・大学連携等を通じた裾野の拡大活動 

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）等の国内関係機関との連携を一層強化し、海

外に関心あるスタートアップの発掘に努めるとともに機構の事業への参画を促していく。機構

の国内事務所を活用し、地方の大学発ベンチャーを積極的に発掘するとともに、世界各地のエ

コシステムの動向や我が国スタートアップの海外展開の成功事例をセミナー等を通じて積極

的に発信し、裾野の一層の拡大を図る。 

 

(6) SDGs型スタートアップ支援 

グローバルで社会課題解決を目指すスタートアップに対して、新興国を中心とした現地での

ビジネス創出を目指し、ハンズオンにより支援する。またスタートアップを含む中小企業に対

して、SDGs 等の国際アジェンダに関する情報発信と関係機関との連携を推し進める。 

 

【指標】 

ア．スタートアップの海外展開成功※件数について、2019 年度は 20件以上を達成する。【基

幹目標】 

※海外における資金調達や拠点設立、外国人材採用、販路獲得（ライセンス契約、売買契

約、代理店契約等）、補助金獲得、海外企業との共同研究開発や資本提携、海外での特
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許権・実用新案権取得など。 

イ．スタートアップに対する海外展開支援件数について、中期目標期間中に 1,200 件以上を達

成する。 

※海外VC、海外企業とのマッチング、アクセラレーターとのメンタリング、研修、海外メ

ディア取材、カンファレンス参加、知財相談など。 

ウ．NEDO や外国政府機関など、国内外の関係機関と連携するとともに、政府への情報提供等を

適時かつ十分に行い、スタートアップ支援環境の整備に繋げること。 

（関連指標：他機関との連携状況、政府への情報提供件数） 

 

２．農林水産物・食品の輸出促進 

 

政府の「未来投資戦略 2018」に掲げられた「2019 年に農林水産物・食品の輸出額 1 兆円」

の目標達成に貢献するため、2019 年度においては、政府の「農林水産物・食品の輸出力強化戦

略」に基づく事業者への総合支援と日本食品海外プロモーションセンター（以下「JFOODO」と

いう）のプロモーションを連動させながら、中期目標で定められた目標を実現するべく、以下

の取組を行う。 

 

２－１．農林水産物・食品事業者の海外展開支援 

 

海外展開に取り組む事業者に対して、海外企業との商流構築機会の提供、専門家による個別

企業へのハンズオン支援、輸出事業者の育成、海外市場情報の発信・提供など、総合的な支援

事業を実施する。これらに加えて、海外 EC サイトの活用、外食関連産業等との連携や、地方

創生の観点から地方自治体等との連携を通じた事業も実施する。 

 

(1) 商流構築支援 

① 国内外の見本市や商談会を通じたマッチング支援 

政府の「国別・品目別輸出戦略」に基づいて、引き続き、海外見本市・展示会への出品支援、

国内外での商談会開催等を通じ、国内事業者に海外企業との商流構築のための機会提供に取り

組む。特に、海外見本市・展示会への出品支援については、過去に実施した支援事業での費用

対効果分析や事業者ニーズに基づき、より高い商談成果が見込める見本市・展示会での支援に

リソースを優先投入するとともに、各見本市・展示会の単位でも従来の取組に比して支援規模

の拡大を図るなど、より多くの事業者による成果創出に向けた効果的な商談機会の提供を図る。

また、国内外での商談会開催による支援に際しては、海外事務所を通じた現地の有力バイヤー

情報の一層の収集を図る。とりわけ、非日系の海外バイヤーとのマッチングを強化することに

加え、国内事業者と輸出商社とのネットワーク構築支援も意図した商社マッチング等の取組を

進めることで、輸出事業者のビジネス機会の一層の拡大に努める。 

 

② 輸出未開拓市場における販路開拓支援 

海外見本市や商談会等の取組に際しては、「新興市場」とされる欧州、ASEAN、中東、南米

等の国・地域において、十分開拓されていない市場（品目ごとに異なる）をターゲットにした
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見本市出品支援や、商談マッチング等にも取り組み、将来的な輸出先市場の獲得、新たな商流

構築に繋がる先行投資的な取組も行うこととし、とりわけ、UAE ドバイでの総合食品見本市

（Gulfood展）への出品を通じた中東市場への販路開拓支援や、EPA の恩恵が期待できる EU諸

国向け輸出や現地市場での需要が高まるオーガニック製品等を対象とした商談機会の提供等

にも取り組む。 

 

③ インクワイアリーサービスなどその他の取組 

見本市や商談会期に依存しない商流構築支援として、日本産農林水産物・食品輸出マッチン

グサイト（JAFEX）に加えて、前年度より運用を開始した個別引合情報の紹介スキーム（イン

クワイアリーサービス）についても、内外へのサービスの一層の周知を図るとともに、関係省

庁・支援機関とも引合情報について相互に連携することで、具体的な成果創出に向けた取組を

加速させる。また、海外 EC サイトとの連携企画を通じた効率的な輸出実現に向けた取組を進

めることや、日本産食品サポーター店制度の認定店舗をはじめとする外食関連産業との連携、

さらには、地方自治体等との連携の観点でも、各種国内外商談会の場を活用してジェトロが主

体となった広域連携・産地間連携等の推進に取り組む。 

 

(2) 個別企業へのハンズオン支援 

海外展開に取り組む事業者の輸出商品や経営状況に合わせて、輸出戦略の策定から、パート

ナーの発掘、輸出契約の締結まで、専門家によるシームレスなコンサルティングなどの実践的

な支援を行う。特に、支援対象とする企業については、地方事務所のネットワークを通じて、

前年度にジェトロ事業の利用等を通じて輸出ビジネスの有望性が向上した案件等を優先的に

採択することや、専門家の支援においても、海外見本市や国内外商談会等をはじめとした商談

機会の積極活用や、事前準備・フォローに必要な助言、指導を的確に行い相乗効果を図ること

で、ハンズオン支援による成約の実現を目指す。 

 

(3) 輸出事業者の育成と情報発信・提供 

① 海外市場情報の提供等を通じた輸出事業者の育成 

品目別・国別の検索可能なポータル機能を持たせたウェブサイトの情報提供、海外マーケッ

トセミナーや品目別輸出セミナー、輸出相談窓口の専門家による個別相談への対応等を通じて、

海外市場情報を積極的に発信することで、事業者の輸出に向けた一層の関心を喚起し、潜在的

な輸出需要の掘り起こしを図る。また、年間を通じて複数都市で開催する輸出スキルアップセ

ミナーや、海外見本市・商談会事業等の実施に際して、事業参加者向けに海外市場に関する勉

強会等を併催することで、事業者の海外展開にかかる必須の知識やノウハウの普及を図り、さ

らなる輸出事業者の育成に取り組む。 

こうした事業者サイドの関心喚起や育成にかかる取組を推進すべく、ターゲット国・地域の

規制・制度情報等を包括的に調査するとともに、各国における有力バイヤー情報の収集や「国・

地域別イベントカレンダー」の整備等を適時行い、事業者に迅速に情報提供していく。併せて、

海外で活動する現地日系企業が実際に不利益や不都合を被っている相手国の規制・制度への対

応ニーズ等についても把握することで、個別の相談対応や情報発信等にも役立てていくほか、

関係省庁や在外公館等にも情報提供を行うことで、これら機関と連携して、必要に応じて、当
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該国政府に対する規制緩和要求等にも協力していく。 

 

② 生産者・事業者間のネットワーク構築支援 

さらには、輸出を目指す生産者と事業者間のネットワーク構築支援を図るべく、政府が推進

する輸出拡大の取組である農林水産物・食品輸出プロジェクト（GFP）に対して積極的なプロ

ジェクト参画や、事業者間の交流イベント等への積極的な関与をするとともに、国内事業者と

輸出商社とのマッチング機会の提供等も支援することで、生産者・事業者間の有機的連携に向

けた引き合わせ、輸出実現に向けた個々の取組のグループ化にジェトロとして貢献していく。 

 

２－２．日本食品の海外におけるプロモーション 

 

海外市場において日本食品の新たな市場を創造するために、JFOODO は消費者や飲食事業者

向けのプロモーションを実施し、日本産農林水産物・食品のブランディングを図る。 

2019 年度においては、前年度に引き続き、和牛、水産物（ハマチ等）、日本茶、米粉、日本

産アルコール飲料（日本酒、日本ワイン、クラフトビール）の 5品目 7テーマを対象に、それ

ぞれのターゲットとなる国・地域に向けたプロモーション戦略を事業者とともに実行する。 

なお、プロモーションの効果を最大化するため、政府のサポートを得ながら、事業者がプロ

モーション実施前に対象商品の小売店等での取扱い目標を達成しプロモーションと同期化し

た販売促進を実現するよう、JFOODOと事業者の双方向で進捗を確認する。 

こうした取組を通じて、JFOODO によるプロモーションに積極的に参加する事業者との連携

を深め、象徴的な成功事例の創出に努める。 

 

【指標】 

ア．輸出成約金額（見込含む）について 2019年度は 275 億円以上を達成する。【基幹目標】 

イ．輸出支援件数（延べ社数）について年平均 4,160 件以上を達成する。 

ウ．JFOODOのプロモーション参加事業者の対象品目・対象地域向けの年間輸出額について、前

年度比112％以上を達成する。 

エ．JFOODO の対象地域における対象品目について、プロモーションにより輸出額全体が伸び

ているかチェックし、プロモーションの効果を波及できるよう、課題解決に向けた提案な

どの取組を行うとともに、象徴的な成功事例の創出に努める。 

（関連指標：対象地域における対象品目の輸出額の伸び率（対前年度比）、象徴的な成功事

例） 

オ．生産者・事業者間のネットワーク構築や輸出未開拓市場の獲得など、難易度の高い事業に

挑戦し、輸出成約に繋げていく。 

（関連指標：ネットワーク構築件数及び輸出成約金額、輸出未開拓市場への海外展開成功件

数及び輸出成約金額） 

カ．事業者からの情報収集、政府等への情報提供・提案等を適時かつ十分に行い、輸出環境の

整備に繋げること。 

（関連指標：政府等への情報提供件数、政府への提案内容）  
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３．中堅・中小企業など我が国企業の海外展開支援 

 

2020 年までに中堅・中小企業等の輸出額・海外現地法人売上高を 2010 年比で倍増するとい

う政府の「未来投資戦略 2018」の方針に基づいて、中小企業基盤整備機構（中小機構）、国際

協力機構等の関係機関や、地方自治体、企業の海外展開を支援する民間企業などと連携・相互

補完しつつ、中期目標で定められた目標を実現するべく、海外展開の課題解消に向けた以下の

取組を行い、海外市場で活躍できる潜在力を有する我が国企業の海外展開を強力に推進する。 

なお、中期目標に記載のとおり、2019 年度においては、支援対象企業の輸出額・海外現地法

人売上高の支援前後における伸び率等に関する数値目標を置くことが妥当か検証し、2020 年

に行われる 2019年度法人評価時を目安に、検証結果を経済産業省へ報告することとする。 

 

(1) 個別企業のハンズオン支援 

国、地方自治体、地域の商工会議所や金融機関など国内各地域の企業支援機関等で構成され

る「新輸出大国コンソーシアム」の枠組みを活用し、海外展開計画の策定、市場・制度調査、

現地での商談、バイヤーの選定、海外拠点の立ち上げから稼働および販路確保など、海外展開

のあらゆる段階における専門家によるハンズオン支援を提供することで、「地域未来牽引企業」

を含む海外展開のポテンシャルを有する我が国企業の海外展開を推進する。また、同コンソー

シアムの参加機関間の連携を図り、各機関が提供する支援策を有効に活用することで、中堅・

中小企業の海外展開を後押しする。 

 

(2) 越境 ECの活用などによる新たな海外販路開拓支援 

海外見本市・展示会での商談支援、海外バイヤー招へい・商談会の開催、海外ミッション派

遣、海外コーディネーターによる輸出支援相談、国際ビジネスマッチングサイト TTPP、世界の

見本市・展示会検索サイト J-messeなど、これまで蓄積してきた販路開拓のためのノウハウを

軸に、国内外のネットワークを活用しながら、よりビジネスに直結した支援を行い、我が国の

優れた商品・サービスの輸出拡大に資する。イノベーションによって製品やサービスの用途が

変化・広がることから、中小機構等とも連携しつつ海外で高付加価値な新市場を開拓できるよ

う一層支援する。 

また、デジタルトレード時代へ対応すべく、各国 EC 市場において「ジャパンモール」事業

の展開を本格化させる。日本の EC 関連事業者とも連携して急拡大する世界の EC 市場開拓を

目指すとともに、EC サイトから購買データを入手して分析することで、データの活用を通じ

た戦略的な市場開拓につなげる。 

 

(3) グローバル人材の活躍・育成支援 

海外展開で重要な戦力になり得る留学生など高度外国人材の確保・定着に向け、関係機関と

の密接な連携の下、一元的な情報提供を行うプラットフォームの機能を担い、関係省庁の施策・

セミナー等の情報を集約しワンストップで提供する。また、日本企業と高度外国人材の出会い

の場であるジョブフェアの開催や、専門家を活用した伴走型のアドバイス等を提供する。 

さらに、我が国中小企業における海外ビジネス担当者の育成を支援するため、ジェトロの海

外展開支援のノウハウを活用した「中小企業海外ビジネス人材育成塾」を実施する。また、効
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果的かつ効率的な実務能力の習得・向上に資する各種オンライン講座を提供する。 

加えて、我が国中小企業の国際ビジネス人材不足の解決をさらに進めるべく、外国人材の日

本での就業経験を提供する「国際化促進インターンシップ事業」と、海外の大学等における日

本での就業を普及啓発する「海外ジョブフェア」を実施する。 

 

(4) フロンティア市場への海外展開支援 

難易度が高いフロンティア市場の開拓を支援する。フロンティア市場は、我が国企業が十分

にビジネス展開できていないものの将来的な成長が見込まれる「地域」と「高付加価値な産業

分野」と位置付ける。 

「地域」については、アフリカ、中東、中南米などの将来の成長市場において、我が国企業

の製品・サービスの紹介や商談機会の提供を図るべく、ジャパン・フェア等を開催する。また、

2019 年 8 月に開催される第 7 回アフリカ開発会議（TICAD7）の機を捉え、「日本・アフリカ

ビジネスフォーラム and EXPO」を併催イベントとして開催する。さらに、TICAD7開催により

高まる我が国企業のアフリカへの関心を捉え、アフリカ等のスタートアップ企業と我が国企業

のマッチング事業を実施する。 

「高付加価値な産業分野」については、我が国政府が推進する医療・介護分野のアウトバウ

ンドの促進に向け、医療・介護・スポーツ等ヘルスケア産業の国際展開を支援する。医療機器

分野では「健康＝日本」のブランド力を生かし新興国の国際展示会を活用した効果的な商談を

図るほか、バイオ分野ではスタートアップ企業向けにメンタリング等を組み合わせることで欧

米製薬企業との商談効果を拡大する。介護分野では中国において現地政府との連携強化を通じ

た商談の活性化や、新たに ASEAN市場の開拓に着手する。健康・スポーツ分野ではスポーツ庁、

経済産業省、日本スポーツ振興センターとの連携を基に、産業界の課題把握から、ミッション

派遣による海外市場理解、商談支援に取り組む。 

このほか、航空宇宙分野については、政府、業界団体、JAXA、国内クラスターなどと連携し、

海外や国内で開催される見本市の機会を活かした海外バイヤーとのビジネスマッチング支援

や個社支援を通じた中小企業の海外での販路開拓を支援する。 

 

(5) 企業の段階に応じた海外進出支援 

国内における「新輸出大国コンソーシアム」や、海外における「中小企業海外展開現地支援

プラットフォーム」といった支援枠組みや、現地進出準備のための「海外ビジネスサポートセ

ンター」等の支援を通じて、我が国企業の海外進出に際し、計画策定から拠点設立までを、各

種支援ツールを活用しシームレスに支援する。 

米国については、海外事務所と州や市など草の根レベルでのネットワークを一層強化し、米

国地方都市でのセミナーやラウンドテーブルの開催、州知事やローカルコミュニティ有力者へ

の個別アプローチ、在日州政府事務所等と連携した日本国内での投資促進セミナーの開催等に

より、日米の互恵的経済関係の発展に資する情報発信を積極的に行い、日本企業の対米投資の

一層の促進につなげていく。 

ロシアについては、極東など地域の産業・ビジネス環境情報を我が国中堅・中小企業に積極

的に提供し、対露ビジネスへの関心惹起を図る。また、専門家のサポートによる個別企業支援

とイノプロム、ワールドフードモスクワなどへの出展との連携等を通じ、具体的な成功事例創
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出につなげる。 

 

(6) 在外日系企業の現地活動円滑化支援 

現地での安定的な事業運営や事業拡大、問題解決など、在外日系企業が現地で直面するさま

ざまな課題に対して、現地協力機関で構成される「中小企業海外展開現地支援プラットフォー

ム」や海外投資アドバイザー等を活用し、在外日系企業の現地ビジネス活動の円滑化に努める。

また、これら事業を通じて浮き彫りとなった課題や、進出日系企業向けの各種調査やアンケー

トの結果を踏まえて相手国政府関係機関等へ改善要望等を申し入れ、我が国企業の海外ビジネ

ス環境の改善を促す。 

また、総理や閣僚等による海外でのトップセールス、各国元首や閣僚訪日などの機を捉え、

ビジネス・フォーラム等の開催を通じ、我が国企業の製品・サービスの PR や、ビジネス環境

の改善に向けた相手国政府への働き掛けを行う。 

さらに、現地進出日系企業の販路拡大や、第三国からの調達多角化を図るべく、情報提供や

マッチング支援を提供する。日ベトナム経済連携協定および日インドネシア経済連携協定で約

された産業育成事業の実施を通じて、我が国企業の現地ビジネス活動円滑化と、相手国政府と

の関係強化を図る。 

 

(7) 予防的取組を含めた知的財産保護・活用支援 

海外の知財担当駐在員のネットワークを最大限に活用し、各国の知財法制度や最新動向等、

日本企業からニーズの高い情報をタイムリーに発信する。また他部の海外展開支援参加企業や

関心企業に対し、セミナーやウェブサイト、PR資料を通じて、海外での知財保護の重要性につ

いての普及啓発活動を強化する。 

知財を活用した海外でのビジネス展開の促進を図るため、中小企業等への外国出願に係る権

利化支援や魅力あふれる地域産品のブランド力を高め、海外に発信するため、地域団体商標の

権利取得団体向けに、ブランド戦略策定、海外販売促進等の支援を行う。 

知財保護の面では、未だ被害の多い中小企業等の冒認商標問題において、相談対応の他に、

異議申立や取消審判請求、訴訟費用を助成する。また実際に海外で模倣品被害を受けている中

小企業等に対し、現地調査、行政摘発等の費用を助成する。国際知的財産保護フォーラム（IIPPF）

の事務局として、侵害発生国政府機関等と連携し、真贋判定セミナーの開催や関係政府職員の

日本招聘、ミッション派遣等を官民連携して実施する。営業秘密対策においては、普及啓発セ

ミナーの実施や個別アセスメント・コンサルテーション等のハンズオン支援、マニュアルの作

成等、質量ともに支援事業を強化する。 

 

(8) 地域の国際ビジネス支援 

機構の強みの一つである国内ネットワークを最大限に生かし、地方自治体や地域の関係団体

等と密接に連携しながら地域間交流支援（RIT）事業や地域貢献プロジェクト等の地域発の事

業、企業のハンズオン支援等を実施することで、国内の特徴ある産品や優れた製品・技術・サ

ービス等の海外展開を支援する。支援にあたっては、地域産品の海外でのブランド確立、外国

企業の誘致や海外との相互連携、観光資源を活用したインバウンド促進なども効果的に組み合

わせて実施する。また、プラットフォーム機能を活用したグローバル人材の獲得・定着のため
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の支援、関係機関や大学等とも連携したスタートアップの海外展開支援など、地域や企業の抱

える課題への対応や新たな視点での取組も行うことで、地域の国際ビジネス拡大による地方創

生に貢献していく。 

 

(9) 日本の魅力の発信やブランディング 

地域の有力な輸出産業や見本市等に海外バイヤーや有力者等を招聘、地域産業や観光の魅力

を効果的に発信してビジネスインバウンドの潜在需要を開拓するとともに、地域産品のインバ

ウンド客による消費や帰国後の継続購入、輸出増につなげる。また、デザイン分野等の有望な

クールジャパン商材の発掘、ブランディング、発信を通じた海外需要促進を図るとともに、EC

を含めた幅広い販路開拓支援を行う。 

さらに、2025 年の大阪・関西博を見据えつつ、2020 年に予定されているドバイ国際博覧会

において公式参加機関として日本館の運営に向けた準備を行う。 

 

(10) 現地政府等への貢献を通じた在外日系企業活動の円滑化 

アジア貿易振興フォーラム（ATPF）を通じたアジア太平洋の貿易振興機関とのベストプラク

ティス共有や連携促進を図る。また、アフリカの投資誘致機関との交流・連携を促進し、相手

国・地域政府との関係強化を図る。アフリカにおいては、2019年 8月の TICAD7 におけるアフ

リカ各国政府および投資誘致機関との連携強化と、それによる我が国企業のアフリカ投資促進

や双方向のビジネス拡大に向けたマッチング支援事業を実施する。 

また、開発途上国産品の日本市場参入を支援すべく、引き続き「FOODEX JAPAN」への出展支

援や「一村一品マーケット」の運営を行う。 

 

(11) 顧客とのインターフェース機能の利便性向上 

各地域・分野の専門家を貿易投資アドバイザーとして配置し、貿易投資に関する質問や相談

に対応する。また、全国の拠点での対応力の向上・均質化のために、担当者会議を実施するな

どナレッジ共有を行うとともに、本部の各機能を活用した相談サポートを行う。さらに、コン

シェルジュ機能を活かし、顧客のニーズに応じてビジネスサポートサービスやハンズオン支援、

展示会・ミッション派遣等の事業ツールから最適な支援サービスを紹介・提供するほか、海外

展開のノウハウを紹介するセミナーなどを開催する。 

モバイルや SNSなどデジタルの顧客接点が多様化していることを踏まえて、ウェブサイトは

顧客ニーズとそれぞれの接点に即した最適化を図る。具体的には、モバイルファーストの視点

での主要ページの見直しや、リピーター向けマイページ・アラートメールの導入を行い、併せ

てレコメンド機能等の新たな機能の導入を検討する。また、映像番組「世界は今」のウェブサ

イトおよび SNSでの定期的な配信や、セミナーのオンライン配信など、顧客が利用しやすい映

像メディアを活用した情報発信を行う。 

 

【指標】 

ア．輸出・投資等の海外展開成功件数（見込含む）について、2019 年度は補正予算分を含めて

12,255件以上を達成する（11,658 件（10,998件×1.06）＋補正見込件数 597件(563 件×

1.06))。【基幹目標】（なお、10,998 件は 2015～2017 年の実績） 
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イ．支援対象企業の輸出額・海外現地法人売上高を増加させ、政府目標の達成に貢献する。 

（関連指標：支援対象企業の輸出額・海外現地法人売上高の支援前後における伸び率） 

ウ．輸出・投資等の海外展開支援件数（延べ社数）について、年平均 3,600件以上を達成する。 

エ．難易度の高い海外展開も支援しながら、全体の成功率を維持・向上させる。 

（関連指標：成功率、業務改善や試行的取組などの実施状況） 

オ．難易度が高いもののポテンシャルが大きい海外展開支援に一層取り組んでいく。 

（関連指標：フロンティア市場への海外展開の支援件数及び成功件数、業務改善や試行的取

組などの実施状況） 

カ．貿易投資相談に対応する。 

（関連指標：貿易投資相談件数） 

キ．知的財産権等に関して、海外での予防的取組等の普及啓発を行う。 

（関連指標：予防的取組等の普及啓発件数） 

ク．ビジネス環境の改善や経済連携の強化等に向けた、相手国政府との対話等の枠組みの構築

や二国間協力事業の実施等を通じて、相手国政府との関係を強化し、我が国の通商政策や

企業活動の円滑化に貢献する。 

（関連指標：相手国政府等への協力事業の実施件数、ビジネス環境整備の実施件数） 

ケ．様々な条件における海外展開においても、効果的な支援が提案できるよう、多様な形態の

企業・事業を支援し、そのデータを蓄積する。 

（関連指標：延べ社数） 

 

４．我が国企業活動や通商政策等への貢献  

 

日本貿易振興機構法の第十二条では、貿易に関する調査とその成果の普及、アジア地域その

他の地域の経済及びこれに関連する諸事情に関して調査研究等を行うこととされている。また

「未来投資戦略 2018」において、日本企業が果たす現地社会への貢献について発信すること

など、自由貿易の推進においても貢献が求められている。これらを踏まえて、2019年度は中期

目標で定められた目標を実現するべく、以下の取組を行う。 

 

４－１．日本企業の海外ビジネスに資する調査活動 

 

(1) 調査・情報収集 

中期目標に基づき、日本企業のビジネス展開に資する海外ビジネス情報としてニーズの高い

内容について調査・情報収集を行う。とりわけ、2018 年度に続き、企業の事業活動に大きな影

響を与える各国の景気動向、保護主義的な政策、米中、日米など主要国間の通商対話などの最

新動向をタイムリーに調査・情報提供していく。TPP11、日 EU・EPA、RCEP など FTA・EPAの交

渉、発効、改定の動向やそれに伴う事業環境の変化やビジネスチャンスなどの情報も適切に提

供する。 

2019 年度には、タイ、インドネシア、インドなどにおける国政選挙、欧州議会選挙、英国の

EU 離脱問題など事業活動に影響の大きい政治事案が見込まれる。ビジネス活動への影響度の

高い案件を中心に調査・情報提供し、企業の事業計画立案・修正に資する。 
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また、「アジア太平洋地域等でのサプライチェーンの変容」、「イノベーション」、「スタ

ートアップ」、「外国人材の活用」、「フロンティア市場」など、国際ビジネスを展開する日

本企業の関心の高いテーマに関しても、ジェトロが有する国内外のネットワークを活用して調

査・情報提供を行う。また、国際ビジネスを進める上で必須となる各国の制度情報、ビジネス

コスト、我が国企業の海外進出の状況など基礎的情報についても国・地域横断的に収集する。 

 

(2) 情報発信・政策提言 

日本を含む世界各地における通商協定やデジタル貿易のルール作りなど、政府の通商政策立

案に貢献する調査・情報収集に優先的に取り組む。また、各事業の現場で得られた日本企業の

海外展開に関する成果・課題等を分析し、国内外政府等に対してビジネス環境改善や、日本企

業の海外展開の促進に向けた政策提言等を行う。 

米国におけるグラスルーツパートナーシップ事業をはじめ、日本企業のビジネス活動を通じ

た各国社会・経済への貢献や、日本との貿易投資関係などに関する情報発信を積極的に展開・

強化する。世界の FTA、EPA等の動向や、TPP11や日 EU・EPAなどわが国のFTA・EPA について

普及・啓蒙し、日本企業の効果的な活用を促進する。 

 

(3) デジタルツールを活用した情報提供 

スマートフォン等モバイル機器の急速な普及を踏まえつつ、顧客の所在によらない普遍的情

報発信を実現すべく、ウェブサイトに加えて、SNS、メールマガジンなどを効果的・効率的に

活用し、ジェトロの海外ビジネス情報をより広範囲な利用者に対して適切に提供する。また、

セミナーのオンライン化のさらなる推進を通じて、利用者の増加や利便性の向上を目指す。 

 

【指標】 

ア．経済産業省の通商政策等の立案担当者に対する役立ち度アンケート調査を実施し、4段階

評価で上位 2つの評価を得る割合が 8割以上を達成する。【基幹目標】 

イ．調査関連ウェブサイトの閲覧件数について、年平均 250万件以上を達成する。 

ウ．日本貿易振興機構の調査について、国内外のメディア（雑誌、新聞、Webサイト、テレビ）

を通じて広く発信する。 

（関連指標：調査成果に係るメディア引用件数） 

エ．政策担当者及び企業関係者等への日本貿易振興機構の事業や海外情報等に関するブリーフ

ィングに対応する。 

（関連指標：ブリーフィング件数） 

オ．国内外で行うセミナーや説明会において可能な範囲で最大限ウェビナーを導入して参加者

を増やすなど、情報発信の高度化を図る。 

（関連指標：ウェビナー導入率） 

カ．他機関主催のセミナーへの講師派遣や参加者数・閲覧件数の多いセミナー開催など、費用

対効果が高い形で、企業ニーズを踏まえた調査・研究及び情報提供を積極的に行う。 

（関連指標：講師派遣を行った他機関主催のセミナー数、セミナー等での講演における参加

者数・動画閲覧件数） 
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４－２．アジア地域等の調査研究活動 

アジア経済研究所（以下「研究所」という）は、独立行政法人通則法における国立研究開発

法人の目標設定に関する規定が準用されることを踏まえ、以下に掲げる計画の実施により研究

成果の最大化を図る。 

 

(1) 学術研究成果の最大化を通じた政策立案への貢献 

政策ニーズ等に基づく調査研究課題の企画立案から効率的・効果的なアウトリーチ活動まで

一貫して実施する体制を構築し、研究マネジメント機能を強化する。政策担当者との綿密なコ

ミュニケーションにより政策ニーズを的確かつ適時に把握し、積極的な政策研究対話（※）の

実施や政策担当者への情報発信ツールの多様化等により広範な政策立案への貢献を果たす。 

また、ニーズが高く時宜に適ったテーマを取り上げて国際会議・セミナー・講演会・国際シ

ンポジウム等を開催するとともに、出版プラットフォームやウェブサイト等を通じて研究成果

を機動的に発信する。各種情報発信ツールについては、より広範なユーザーへのリーチを目指

し、かつ利便性を高めるべく、ウェブサイトのユーザビリティを高めて一般向けコンテンツの

充実を図るほか、SNS等の最新のデジタルツールを積極的に活用する。 

 

※政策研究対話とは、研究所に所属する研究者等、または研究所が実施する研究事業に参画し

ている研究者等が、政策担当者に対して、定期的及び政策担当者の要請に応じて、対面形式

にて研究成果の還元（情報提供及び提言）ならびに政策ニーズの把握等を行う活動のこと。 

 

(2) 付加価値の高い学術研究成果の創出と蓄積 

国際的な政治・経済・社会秩序の変容や技術革新がもたらす産業構造の変化ならびにこれら

が我が国を含めた国際社会に与える影響などについて国・地域・分野に特化した研究ならびに

これらを横断した研究を実施するとともに、持続可能性や包摂性の追求が問われる地球規模の

課題にも取り組む。 

具体的には、民主主義と権威主義の変容、中国による「一帯一路」構想や中東の平和的安定

に向けた諸課題などグローバルな地政学リスクの分析研究、ASEANから南アジア、アフリカま

で視野に入れた経済圏構想など広域連携やコネクティビティに関する分析研究、伝統的な企

業・産業研究に加えて、グローバル・バリュー・チェーン、イノベーション、デジタル経済、

CSR や規制・ルール形成など新たな産業発展や貿易円滑化に資する研究などを実施する。 

これらの研究課題について、世界最大規模の研究集積や学術ネットワークおよび「経済地理

シミュレーション・モデル（IDE-GSM）」をはじめとする独自の分析ツール等研究所の強みを

活かし、世界最先端の学術的分析手法を活用しつつ研究成果を創出する。 

 

(3) 国際的な研究ハブ機能と学術情報プラットフォーム機能の発揮 

研究協力に関するMOUを締結している国際機関や国内外の大学・研究機関を中心として学術

イベント等を共同で開催するとともに国内外学会や WTO 等国際機関が主催する会議等に積極

的に参画し研究成果を発信する。また、アジア・アフリカ等各国の貿易投資に携わる若手行政

官等を育成する研修プログラム（イデアス）を実施する。これら学術イベントの開催や研究者

の派遣・受入れ等を通じた学術ネットワークの構築・強化により国際的な学術研究ハブ機能と
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プレゼンス向上を図る。 

学術研究成果・各種データの蓄積・整備ならびに情報発信を強化するため、図書館部門と出

版企画編集部門を「学術情報センター」として再編し、学術情報プラットフォームとしての機

能を発揮する。同センターでは、世界有数の専門図書館として引き続き開発途上国・地域の関

連資料情報の収集と提供を行うとともに、機関リポジトリ「ARRIDE」による学術研究成果の電

子的保存・提供、ウェブサイトによる情報発信の充実と利便性向上および出版物の刊行等を行

う。 

 

【アジア経済研究所に係る評価軸及び関連する指標】 

 評価軸（１） 

効率的・効果的なアウトリーチ活動によって研究成果が適切に還元され、貿易投資の拡大と

我が国政府の通商政策立案の基盤となっているか。 

（評価指標） 

・ 研究成果の効率的・効果的なアウトリーチ活動の実施 

・ 研究成果のアウトリーチ活動を通じた、我が国のメディア、経済界、国民各層、新興国等の

政府、産業界、市民社会への還元による社会的効果 

・ 政策研究対話※における政策担当者からの評価（4 段階評価で上位 2 つの評価を得る割合

が 8割以上） 

※政策研究対話とは、研究所に所属する研究者等、または研究所が実施する研究事業に参画し

ている研究者等が、政策担当者に対して、定期的及び政策担当者の要請に応じて、対面形式

にて研究成果の還元（情報提供及び提言）ならびに政策ニーズの把握等を行う活動のこと。 

（モニタリング指標） 

・ 講演会・セミナー・国際シンポジウム等の開催件数 

・ 政策研究対話の実施件数 

・ メディア等における取り上げ件数 

 

 評価軸（２） 

大学や民間企業では実施し難い先駆的かつ独創的な付加価値の高い研究成果が創出されて

いるか。 

（評価指標） 

・ 具体的な先駆的かつ独創的な付加価値の高い研究成果の創出状況 

（モニタリング指標） 

・ 誌上、ウェブサイト上または口頭での論文発表件数 

・ 創出された研究成果の外部評価（業績評価委員会による総合評価） 

 

 評価軸（３） 

国際的な研究ハブ機能ならびに学術情報プラットフォームとしての機能を発揮しているか。 
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（評価指標） 

・ 新たに形成した又は維持している学術ネットワークの量と質 

・ 学術情報センター等における学術情報の蓄積と運用状況および活用状況 

（モニタリング指標） 

・ 国際学会・国際会議等への参加数および招待講演数 

・ 研究所が主催・共催・参画した国際会議等の開催数 

・ 実施した学術ネットワーク活動※の外部評価（業績評価委員会による総合評価） 

・ 学術情報・データ蓄積等の発信（掲載）・アクセス件数・ダウンロード件数 

※学術ネットワーク活動とは、研究ハブとしての機能を発揮しつつ国内外の大学・研究機関や

外部の研究者・有識者等との関係において実施する学術的活動のこと。 

 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

以上に述べた国民に対するサービスを的確に遂行し、着実に成果を上げていくため、限りあ

るリソースを効率的に活用するため、2019 年度は以下の取組を行う。 

 

１．業務改善の取組 

事業成果向上に資する目標の達成に向けて、組織として、PDCA サイクルに基づく業務実績・

活動の把握や成果向上に向けて一層の創意工夫や業務改善、効率化に取り組む。 

 

２．組織体制・運営の見直し 

中期目標で定められた目標を達成すべく、本部、国内拠点、海外拠点において経営資源の最

適配分を行い、組織体制を再構築する。特に、組織内さらには経済産業省等の関係機関との連

携強化や情報の円滑な流通に留意し、一層円滑かつ効果的な実施が可能となる組織設計を行う。

国内外事務所については、第四期中期目標期間中に導入した事務所単位での評価を引き続き行

い、評価結果は事務所のサービスの質の向上や、適切な資源の再配分等に活用する。 

(1) 国内事務所（貿易情報センター） 

国内事務所は、自治体等における貿易・投資施策の策定プロセス等へ積極的に参画するなど、

地元での連携強化を図る。国内事務所のネットワークを活用し、各地域の特性やニーズなどを

踏まえた効果的・効率的な支援を強化する。また、全国 8ヵ所に設置した「地域統括センター」

を起点として、地域で連携した産品の海外市場開拓など都道府県の枠組みを超えた広域事業を

展開していく。 

各事務所の配置や運営規模については、その妥当性に関する考え方を更に整理した上で、各

事務所の活動、成果及び今後の可能性、地方自治体・関連団体との連携状況などの定量的・定

性的な情報を踏まえ、主に成果に見合った適正な人員配置や運営となるよう、費用と便益を適

切に比較してその妥当性を定期的に検証して運営改善を図るとともに、より効率的、効果的な

事務所ネットワークを検討し、必要な見直しを行う。 

また国内事務所は、地元と共同で運営するという考えのもと、その基礎的経費を地方自治体

等と折半することを原則とし、引き続き応分の地元分担を求めていく。 
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さらに、中小機構の地方事務所との共用化又は近接化に引き続き取り組み、中小企業の海外

展開支援が一体的に行えるよう、一層の連携協力を図る。 

 

(2) 海外事務所 

中期目標を踏まえ、2019 年度においては、ジェトロの重点事業であるイノベーション創出

支援のための欧米拠点の強化を中心にネットワークを拡充するほか、TICAD7 の機会を捉え、

ジェトロが必要とする事務所開設条件を当該国から確保したうえで、アフリカにおける新たな

事務所設置の準備を進める。 

また、国際協力機構、国際交流基金及び国際観光振興機構の海外事務所との共用化又は近接

化については、ジェトロ海外事務所の入居物件の契約期限あるいは更改通告期限までに、経費

効率や事業実施に支障のない立地等の観点で適切な物件があることを前提に、これら法人との

近接化に引き続き取り組む。 

 

(3)政府の成長戦略への貢献に向けた体制の強化 

本部組織の編成を見直す。スタートアップの海外展開を推進するための支援体制の強化を図

る。また、JFOODO については民間企業等の人材を積極的に登用するほか、国内外拠点への専任

者を配置することで、実施体制の拡充を図る。 

 

３．業務運営の効率化、適正化 

(1) 経費の効率化 

運営費交付金を充当して行う業務については、第五期中期目標期間中、政策的経費等を除

き、一般管理費及び業務経費の合計について毎年度平均で前年度比 1.15％以上の効率化を行

う。また、各事業については、効率化を検証し、業務の質の向上を目指すべく、一層質の高

い効率的な業務運営を図る。 

 

(2) 業務の優先順位付けの徹底 

限られた資源の中で、求められるニーズが増大かつ多様化する中、優先順位付けを徹底する

ことを通じて、引き続き業務の新陳代謝に努める。 

 

(3) 人件費管理の適正化 

給与水準については、国家公務員等の給与水準を考慮し、その合理性・妥当性について検証

を行う。その上で、業務の性格や難度に応じた職種の多様化や、組織の大括り化などによる管

理職ポストの見直しなどにより給与水準の適正化を図るとともに、給与水準及びその合理性・

妥当性をウェブサイト等で対外的に公表する。 

 

(4) 調達の合理化 

公正かつ透明な調達手続きによる適切で迅速かつ効果的な調達を実現する観点から、調達全

般にわたって不断に合理化に取り組むものとし、「独立行政法人における調達等合理化の取組

の推進について」（平成 27年 5月 25日付総務大臣決定）を踏まえて、機構が毎年度策定する

「調達等合理化計画」に基づく取組を着実に実施する。 
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４．費用対効果の分析と改善 

業務運営にあたっては、政府方針や他機関との役割分担・連携等を踏まえつつ、事業の実施

に要した費用及び事業によって得られた効果を把握・分析することで、限られた資源を最大限

活用し、事業成果を一層高めるよう努力する。このため、定期的に機構内部で開催している「ア

ウトカム向上委員会」において目標の達成状況を確認し、必要に応じた経営資源の再配分を行

うことで、着実な目標の達成と事業の効率的な実施を図る。 

機構による自己評価を経て経済産業省において確定される年度及び中期目標期間の業績評

価の結果については、組織や役職員のインセンティブ確保に結びつけるべく、次年度以降の予

算配分や人員配置に反映させるとともに、引き続き役職員の業績給にも適正に反映させる。 

 

５．業務の電子化 

引き続き IT を活用した業務改革及びペーパーレスへの取組を含めた執務環境の整備を図る。

具体的には、2018 年度に導入した電子決裁システムの定着を図るほか、RPA（Robotics Process 

Automation）による事務作業の自動化なども検討しながら、管理業務を中心とした定型業務の

実施方法を引き続き見直し、業務プロセスの一層の効率化を図る。 

 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 

１．財務運営の適正化 

予算、収支計画及び資金計画について、適正に計画し健全な財務体質の維持を図る。運営費

交付金については、予算と実績の管理及び比較分析を適正に行い、事業計画に従い適切かつ効

率的な執行を行う。 

 

２．自己収入拡大への取組 

事業者からの受益者負担の拡大や新たな収入源の実現など、より一層の自己収入拡大に取り

組む。より多くの事業ニーズに対応できるよう、組織・事業運営の財政基盤を強化し、国への

財政負担の抑制に引き続き取り組む。 

具体的には、受益者が特定できること、受益者に応分の負担能力があること、負担を求める

ことで事業目的が損なわれないことといった条件を踏まえつつ、組織を挙げてセミナー・展示

会・商談会等の開催時には受益者負担の拡大を図るとともに、会員事業は、既存の割引サービ

スを中心に費用対効果の検証を行ない、サービスの見直し等による収支向上に努めるとともに、

会員収入拡大に向けたキーコンテンツの創出に引き続き取り組む。 

地方自治体や業界団体からの受託事業については、より安定した自己収入とするため、該当

事業の成果の可視化等を通じて、継続的な事業獲得につなげる。国内事務所における地方自治

体等からの分担金については、上述のとおり基礎的経費の折半分担を原則として引き続き応分

の地元分担を求めていく。 

 

３．保有資産の見直し 

機構の保有する資産については、引き続き多角的な観点からその保有の必要性について検証
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を行う。 

 

４．決算情報・セグメント情報の公表の充実等 

機構の活動内容を政府や国民に対して分かりやすく示すことで理解を促す観点に加え、事業

ごとの費用対効果を分析し適正な資源配分を行う観点から、財務諸表を公表するとともに、事

業報告書を拡充する。 

 

Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項 

 

１．内部統制 

機構のミッションを有効かつ効率的に実施するため、中期目標で示された内部統制の充実に

向けて以下の方策を実行する。 

・ 行動憲章を周知徹底するため、職員の理解状況を定期的に点検する。 

・ 定期的に開催する役員会の会議結果につき、指示事項を明確にした上で、国内外事務所を

含め組織内に速やかに伝達し、役職員の認識を共有する。 

・ アウトカム向上委員会等を通じて、各部署の事業の進捗、予算の執行及び目標達成状況等

を確認し、PDCA サイクルに基づく業務改善、予算再配分等の見直しを実施することで、事

業成果の向上を図る。 

・ ミッション遂行の障害となるリスクを把握・評価し、適切な対応を図る。 

・ アジア経済研究所における研究が適切に行われるよう、引き続き研修等で周知徹底を図る

ほか、研究参加者への配慮等が確実に行われるように研究倫理審査を実施する。 

 

２．デジタル化への対応 

(1) データ利活用の一層の推進 

組織運営や事業展開の基盤となる経営管理情報としてのデータの積極活用を進めるととも

に、これまでに蓄積した企業・成果データを活かした顧客サービスの一層の高度化に向けて、

以下の取組を行う。 

 

① データ入力ルールの確立とデータ統合・整備 

事業を実施する中で得られるデータについて、収集・整備する情報の範囲を特定するととも

に、職員による入力が効率的・効果的に行われるよう仕組みの整備・確立を行なっていく。 

また、これまでに各種データベースに蓄積したデータや、今後得られるデータの連携・統合

を円滑に進める。また、これらのデータを整理・標準化し、スムーズに活用できるように整備

する。 

 

② 職員の意識改革の推進 

データを重視した組織運営に向けて、職員の情報リテラシーやデータ分析の一層の能力向上

を図るとともに、データの重要性の啓発および入力の徹底を行い、職員の変革意識の醸成に努

める。 
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③ ユースケースの検証 

これまでよりも一層実践的で即時性の高い海外ビジネス情報の提供や、適切な現地パートナ

ーの抽出など、利用者に対するサービスの高度化を実現するためのユースケースの検証作業を

行っていく。 

 

(2) 情報管理及び情報セキュリティの確保 

情報公開について、「独立行政法人等の保有する情報公開に関する法律」（平成 13 年度法

律第 140号）に基づき適時、正確な情報公開を行う。 

個人情報保護について、引き続き、機構内全職員を対象に個人情報保護に関する研修や点検

を毎年度実施し、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年法

律第 59号）に基づいた情報の管理・保護を徹底する。 

内閣官房情報セキュリティセンター（NISC）策定の「政府機関の情報セキュリティ対策のた

めの統一基準」に基づき、既存の「情報セキュリティ規程及び情報セキュリティマニュアル」

や情報通信機器・ソフトウェアについて、情報セキュリティ上の脅威に対する対応状況につい

て常時確認、更新を行う。特に、海外事務所に対する外部からの標的型攻撃等の増加に対応す

べく、海外ネットワークにおける情報セキュリティ基盤の強化を図る。また、機構内の情報セ

キュリティリテラシーの向上を図るため、情報セキュリティ研修を実施し、受講を徹底する。 

サイバー攻撃が増えている中、支援企業の貿易・投資などの機密情報を扱う機構は、NISC（内

閣サイバーセキュリティセンター）等の関係機関と連携し、本部サーバーのサイバーセキュリ

ティ確保に引き続き取り組むとともに、現状一律の対応がなされていない海外事務所について

も、必要な取組を行う。 

 

３．効果的・効率的な業務運営に向けた人員の最適配置 

本部組織の大くくり化等による合理化を図りつつ、法人評価寄与度および予算規模に応じた

重要分野や、海外事務所に重点的に配置する。海外事務所においては、ナショナルスタッフの

登用を進める。本部では、経営資源としての各種データを活用するためデータ分析・活用の分

野の人員を配置する。またイノベーション・スタートアップ、デジタル貿易、データ分析・活

用等の新規分野においては外部人材の採用等も実施する。 

 

４．人材育成及び多様化に向けた取組   

(1) 人材・キャリア開発の抜本的強化 

① 能力開発推進のための環境整備 

階層別研修について、それぞれの研修の目的を明確にし、最適化されているか点検し、メニ

ューを見直す。これら義務的研修に加え、職員が専門知識やスキルを業務上の必要性や自己の

キャリア目標に合わせて自律的・主体的に獲得することを支援する研修メニューを整備する。

海外実習、語学研修、他機関研修等については引き続き実施する。 

 

② キャリア形成支援の充実 

貿易情報センター・海外事務所勤務、産休等からの復職等、キャリアパスの節目において必

要とされる知識、能力等の各種情報の提供を目的とする「キャリア支援セミナー」を年 5回程
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度実施する。また、総括課長あるいは直属の上司を窓口としてアポイントし、個別にキャリア

相談を受け付ける体制を整備する。産休・育休の職員のためのキャリア相談を新たに導入する。 

 

(2) ダイバーシティの推進に向けた取組 

変化するビジネス環境や多様化するニーズに効果的に対応するため、人材の多様化（ダイバ

ーシティ）を進める。「女性活躍推進法に基づく行動計画」に基づき、女性の活躍推進、登用

を積極的に行うほか、海外ナショナルスタッフの育成・活用、外国人職員の採用、国内外の外

部組織との人材交流、企業経験者等の外部人材の活用などを通じた人材の多様化を引き続き図

る。 

 

(3) 働き方改革の推進 

職員の様々なライフ・ステージにおいて多様な働き方を実現できるように、勤務シフトの更

なる拡大や在宅勤務制度の整備など、勤務環境の整備を引き続き行う。 

また、ワーク・ライフ・バランスの確保と職員の心身の健康維持に向けて、超過勤務の削減

を引き続き目指すとともに、職員が計画的に月 1回以上の年次有給休暇を取得できるような環

境整備も進める。 

 

５．安全管理 

天災や突発的な事故等の非常事態に備え、既存の安全管理に関する規程やマニュアル等につ

いて、国内外の安全に関する情勢に応じて、常時点検・更新し、内容の拡充を図る。リスクの

高い国・地域における事業実施を検討する際には、これまでに実施している外部専門機関によ

るリスクアセスメント、海外事務所長のコメントを基に実施の可否を総合的に判断する。職員

の赴任前・出張前には必要に応じて安全対策研修等を行う。在外公館や関係機関、特に国際協

力機構との協力関係の構築などにより、海外での安全情報を適宜把握し、迅速かつ適切な対策

を講じる。 

 

６．顧客サービスの向上 

民間企業等に対して機構のサービス内容を伝え、意見を聴取する「サービス向上会議」、な

らびに、国内各地域の有識者等から意見を聴取する機会を設ける。さらに、ウェブサイトに設

置したご意見箱を通じて不特定のお客様の声を集めるなど、重層的な取組を推進することで、

幅広い意見を取り入れ、効率性を踏まえながら、一層の顧客サービスの質的向上・改善を図る。 

 

Ⅴ．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

別添のとおり。 

 

Ⅵ．財産の処分に関する計画 

なし。 
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（別添） 

○ 予算（2019（平成 31）年度） 

        （単位：百万円） 

区 分 

対日直接投資や
スタートアップ
の海外展開等を
通じたイノベー
ション創出支援 

農林水産物・ 
食品の輸出促進 

中堅・中小企業
など我が国企業
の海外展開支援 

我が国企業活動
や通商政策等 
への貢献 

法人共通 合計 

 収入 

  運営費交付金収入 

  国庫補助金収入 

  受託収入 

   うち国からの受託収入 

   うちその他からの受託収入 

  業務収入 

  その他の収入 

 計 

 

3,716 

220 

205 

201 

4 

284 

- 

4,425 

 

3,064 

7,527 

109 

- 

109 

555 

- 

11,254 

 

12,112 

3,247 

3,406 

3,165 

241 

2,610 

- 

21,375 

 

7,131 

190 

53 

53 

- 

378 

70 

7,822 

 

1,999 

- 

- 

- 

- 

- 

19 

2,019 

 

28,022 

11,184 

3,773 

3,419 

354 

3,827 

89 

46,895 

 支出  

  業務経費 

  受託経費 

  一般管理費 

 計 

 

4,240 

186 

- 

4,426 

 

11,160 

98 

- 

11,258 

 

17,877 

3,252 

- 

21,130 

 

7,920 

48 

- 

7,967 

 

- 

- 

2,115 

2,115 

 

41,197 

3,584 

2,115 

46,895 

注：各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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○ 収支計画（2019（平成 31）年度） 
        （単位：百万円） 

区分 

対日直接投資や
スタートアップ
の海外展開等を
通じたイノベー
ション創出支援 

農林水産物・食
品の輸出促進 

中堅・中小企業
など我が国企業
の海外展開支援 

我が国企業活動
や通商政策等 
への貢献 

法人共通 合計 

       
費用の部 5,999 13,181 27,692 9,785 3,399 60,056 
  経常費用 4,417 11,241 21,111 7,929 2,123 46,822 
    業務経費 4,201 11,114 17,750 7,789 - 40,854 
    受託経費 186 98 3,252 48 - 3,584 
    一般管理費 - - - - 2,084 2,084 
    減価償却費 30 29 110 92 39 300 
  財務費用 0 0 1 0 1 3 
  臨時損失 1,582 1,940 6,579 1,856 1,275 13,232 
                  
収益の部 5,997 13,177 27,927 9,620 3,293 60,013 
  運営費交付金収益 3,554 2,867 11,471 6,867 1,891 26,649 
  国庫補助金収入 220 7,527 3,247 186 - 11,181 
  国からの受託収入 201 - 3,165 53 - 3,419 
  その他からの受託収入 4 109 241 - - 354 
  業務収入 284 555 2,610 378 - 3,827 
  その他の収入 - - - 70 19 89 
  賞与引当金見返に係る収益 91 111 378 107 83 769 
  退職給付引当金見返に係る収益 43 53 181 51 19 347 
  資産見返負債戻入 17 14 55 52 7 146 
  財務収益 - - - - - - 
  臨時収益 1,582 1,940 6,579 1,856 1,275 13,232 
                  
純利益又は純損失（▲） ▲2 ▲5 235 ▲165 ▲106 ▲43 
前中期目標期間繰越積立金取崩額 1 2 11 20 14 48 
目的積立金取崩額 - - - - - - 
総利益又は総損失（▲） ▲1 ▲3 246 ▲145 ▲92 5 
       

注：各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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○ 資金計画（2019（平成 31）年度） 

   （単位：百万円） 

区分 

対日直接投資や

スタートアップ

の海外展開等を

通じたイノベー

ション創出支援 

農林水産物・食

品の輸出促進 

中堅・中小企業

など我が国企業

の海外展開支援 

我が国企業活動

や通商政策等 

への貢献 

法人共通 合計 

       

資金支出 4,774 11,860 23,474 8,402 2,993 51,504 

  業務活動による支出 4,412 11,311 21,858 7,928 2,364 47,873 

    業務経費 4,126 11,039 17,973 7,714 - 40,852 

    受託業務費 186 98 3,252 48 - 3,584 

    その他の支出 100 174 633 167 2,364 3,438 

  投資活動による支出 28 32 83 110 11 265 

  財務活動による支出 12 13 46 21 20 112 

  翌年度への繰越金 323 503 1,487 343 598 3,254 

                  

資金収入 4,774 11,860 23,474 8,402 2,993 51,504 

  業務活動による収入 4,425 11,254 21,275 7,822 2,019 46,795 

    運営費交付金による収入 3,716 3,064 12,112 7,131 1,999 28,022 

    国庫補助金による収入 220 7,527 3,247 190 - 11,184 

    国からの受託収入 201 - 3,165 53 - 3,419 

    その他からの受託収入 4 109 241 - - 354 

    業務収入 284 555 2,510 378 - 3,727 

    その他の収入 - - - 70 19 89 

  投資活動による収入 - - - - - - 

  財務活動による収入 - - - - - - 

  前年度よりの繰越金 349 606 2,199 580 975 4,708 

        

注：各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 


